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サステナビリティ財務報告の 
2 つの境界問題を巡る現状と課題

越智　信仁
（関東学院大学　教授）

国内外におけるサステナビリティ関連財務情報の開示基準は，投資家を中心とした意思決定有用情報とし
て，財務報告の開示に取り込むことが企図されており，従来の持続可能性報告書等での開示のうち，財務に
関連する事項が MC（経営者による説明）ないし注記等に盛り込まれることになる。ただ，MC と注記は，
開示内容および時間軸の各観点からその相違点を識別しうるが，両者は財務報告の目的を共有し，質的特性
も共通することが明示されるなど，その区別は概念上明確ではない。このため，①財務諸表の説明情報とな
る MC とその他の非財務情報との境界や，②財務諸表の理解に不可欠な情報である注記とその他の説明情報
である MC の境界については，必ずしも判然としていない中にあって，今後，近年開発が進んだ国内外にお
けるサステナビリティ関連財務情報の開示基準に沿って企業が開示を行うに際し，サステナビリティ情報の
取捨選択において難しい判断を迫られることになる。この 2 つの境界問題はサステナビリティ情報に限っ
た話ではないが，本稿では，国内外のサステナビリティ情報開示基準を手掛かりに，MC や注記等の配置基
準を巡る考え方を考察し，整理することを目的としている。

Two Boundary Issues in Sustainability Financial Reporting

Nobuhito Ochi 
 （Professor，Kanto Gakuin University）

Domestic and foreign sustainability-related financial disclosure standards are intended to be incorporated 
into financial reporting disclosures as decision-useful information mainly for investors. However, while it is 
possible to identify differences between MC and notes in terms of purpose, qualitative characteristics, 
disclosure content, and time horizon, the distinction is not conceptually clear, as it is clearly stated that 
both share the same purpose of financial reporting and the same qualitative characteristics. Therefore, （1） 
the boundary between MC and other non-financial information, which is explanatory information for 
financial statements, and （2） the boundary between notes, which is essential information for understanding 
financial statements, and MC, which is other explanatory information, are not always clear. In the future, 
companies will be forced to make difficult decisions when selecting and choosing sustainability information 
for disclosure in accordance with domestic and international sustainability-related financial disclosure 
standards that have been developed in recent years. Although these two boundary issues are not limited to 
sustainability information, the purpose of this paper is to examine and organize the ideas surrounding the 
placement criteria for MC and note, etc., using domestic and foreign sustainability disclosure standards as a 
guide.
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Ⅰ　はじめに

国内外におけるサステナビリティ関連財務情報の開示基準は，投資家を中心とした意思決定有用情報とし
て，財務報告の開示に取り込むことが企図されている。すなわち，従来の環境報告書や持続可能性報告書等
での開示のうち，財務に関連する事項が MC（Management Commentary； 経営者による説明）ないし注記
等に盛り込まれることになる。ただ，MC と注記は，開示内容および時間軸の各観点からその相違点を識別
しうるが，国際会計基準審議会（IASB）等の概念フレームワークでは，両者は財務報告の目的を共有し，
質的特性も共通することが明示されるなど，その区別は概念上明確ではない（古庄 ［2011］ 8 頁）。このため，
①財務諸表の説明情報となる MC とその他の非財務情報との境界や，②財務諸表の理解に不可欠な情報であ
る注記とその他の説明情報である MC の境界については，必ずしも判然としていない中にあって，企業は情
報の取捨選択に際し今後難しい判断を求められることになる。

この 2 つの境界問題はサステナビリティ情報に限った話ではないが，本稿では，第 7 回大会統一論題テー
マ「グローバル会計研究の現状と課題」に沿った報告を基礎として，近年開発が進んだ国内外のサステナビ
リティ情報開示基準を手掛かりに，MC や注記等の配置基準を巡る考え方を考察し，整理することを目的と
している。以下では，サステナビリティ情報開示を巡るグローバル基準と国内基準を比較概説した後，2 つ
の境界問題を巡りコネクティビティ（つながり，結合性）やマテリアリィ（重要性）を鍵概念として，判断
の目安となる考え方や基準設定主体に求められる役割等に係る考察を進めることとする。

Ⅱ　サステナビリティ情報開示の展開

1.　ISSB グローバル基準の策定
投資者の情報ニーズを満たす高品質なサステナビリティ情報開示基準の包括的なグローバルベースライ

ンを開発するため，2021 年 11 月に国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）が設立された後，2022 年 3

（図表 1）IFRS S1 号及び IFRS S2 号の構成要素

　   （出所）SSBJ ［2023］ 3 頁。
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月に公開草案が公表され，2023 年 6 月には最終基準として，IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報
の開示に関する全般的要求事項」（［ISSB ［2023a］）及び IFRS S2 号「気候関連開示」（ISSB ［2023b］）が策
定された（以下，ISSB 基準）。IFRS S1 号には，①サステナビリティ関連の開示を作成する際の基本的な事
項を定めた部分と，②テーマ別基準がない場合に，サステナビリティ関連のリスク及び機会に関して開示す
べき事項（コア・コンテンツ）を定めた部分とで構成されている。また，IFRS S2 号は，最初のテーマ別基
準として，一般目的財務報告の主要な利用者に有用な，気候関連のリスク及び機会に関する情報を識別し，
測定し，開示するための要求事項を定めている（図表 1）。

2.　SSBJ 国内基準の公開草案
グローバル基準の策定を受けて，国内の基準設定主体であるサステナビリティ基準委員会（SSBJ）は

2024 年 3 月に，わが国の適用基準としてサステナビリティ開示ユニバーサル基準（SSBJ ［2024a］）及び
サステナビリティ開示テーマ別基準（SSBJ ［2024b］ ［2024c］）の公開草案（以下，SSBJ 基準案）を公表し，
2025 年 3 月の最終基準化を目指している。金融庁［2024］30 頁によれば，計画では，1 年間の任意適用
期間を経て，2027 年 3 月期から時価総額 3 兆円以上のプライム上場企業に先行的に適用を義務付け，
2028 年 3 月期から時価総額 1 兆円以上，2030 年頃には全プライム上場企業へと順次対象を拡張していく
予定にある（いずれの上場企業も任意適用は随時可能）。

SSBJ 基準案は，IFRS S1 号の基本的な事項を定めた部分と，コア・コンテンツを定めた部分とを，分かり
易さの観点から別個の基準（ユニバーサル基準，テーマ別基準）にして公表しているが（図表 2），基本的
な構成要素はグローバル基準をそのまま踏襲しており，SSBJ はサステナビリティ情報開示基準の開発にあ
たり国際的な比較可能性を確保するため，SSBJ 基準案において ISSB 基準（IFRS S1 号及び IFRS S2 号）の
要求事項を全て取り入れている。なお，一部の定めについては，国内法や国内実務を踏まえ，ISSB 基準の
要求事項に代えて SSBJ 独自の扱いを選択することを認めているが（1），独自の取り扱いを選択しなければ，
ISSB 基準に準拠したことになるように意図している。また，ISSB 基準に追加して要求する開示も盛り込ま

（図表 2）SSBJ 基準案の概要

　  （出所）SSBJ ［2024d］ 5 頁。
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れているが（2），ISSB 基準の開示を作成する過程で入手する情報に基づき作成可能とすることを意図してい
る。

Ⅲ　サステナビリティ財務報告を巡る 2 つの境界問題

上記の国内外におけるサステナビリティ関連財務情報の開示基準は，投資家を中心とした意思決定有用情
報として，財務報告の開示に取り込むことが企図されている。すなわち，従来の環境報告書や持続可能性報
告書等での開示のうち，財務に関連する事項が MC ないし注記等に盛り込まれることになる。今後，企業が
開示情報を取捨選択していくうえで問題になるのは，① MC とその他の非財務情報との境界をどのように画
していくのか（図表 3 の境界問題その 1），②さらに財務諸表やその理解に重要な情報（財務諸表本体＋注記）
と MC の境界はどのように区別し得るか（図表 3 の境界問題その 2）である。

　　　　　　　　　　　　    ▲　　　　　　　　　　　　　　　　 ▲
　　　　　　　　　    境界問題その２　　　　　　　　　　 境界問題その１

（出所）上段の図表は広瀬 ［2012］23 頁。下段（図表枠外）のコメントは著者加筆。

（図表 3）財務報告の構成要素の区分

1.　境界問題その 1：財務諸表（本体＋注記）とのコネクティビティ
（1）コネクティビティを巡る過去からの議論

MC で開示すべき情報は，基本的に財務諸表とコネクティビティ（つながり，結合性）を有する重要な情
報とされる。ここで重要性の概念は，財務情報とサステナビリティ情報において差異はなく，IAS 第 1 号及
び IAS 第 8 号における「重要性がある」の定義の改訂（2018 年 10 月）によれば，それを省略したり誤表
示したり覆い隠したりしたときに，投資家の意思決定に影響を与えると合理的に予想し得る場合には，重要
性があるとされる（JPX ［2023］ 11 頁）。企業は，開示要求の識別とともに重要性の判断を行使し，サステ
ナビリティ情報開示基準に基づくサステナビリティ関連財務情報の開示を行うことになる。その際の重要性
の判断は，定義が同じとはいえ財務諸表の判断プロセスとは自ずと異なり，企業の見通しに影響を与えると
合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会の識別を通して行われることになる（SSBJ 

［2023］ 7 頁）。
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加えて，サステナビリティ関連財務情報の開示が関連する財務諸表を識別し，サステナビリティ関連財務
情報の開示に用いるデータ及び仮定は，関連する財務諸表の作成に用いるデータ及び仮定と（財務諸表が準
拠する会計基準を考慮したうえで可能な限り）整合させなければならない。すなわち，コネクティビティ（3）

を理解できるようにする情報を提供する必要がある。SSBJ ［2024a］ 31 項では，企業はサステナビリティ
情報開示と財務諸表のつながりなどを理解できるような情報を開示するとしたえで，例えば同 BC47 項では，
企業が特定のサステナビリティ関連の機会を追求し，その結果，企業の売上高が増加した場合，企業の戦略
と財務業績との間の関係を開示するとしている。ここでコネクティビティという用語が，MC とその他非財
務情報との境界を理解するうえでの鍵概念となっており，この概念を個別具体的に適用可能な形で実務に落
とし込むことが企業にとっては肝要となる。

逆にコネクティビティが満たされていないケースとして，後述するように，Carbon Tracker・PRI ［2021］ 
や Carbon Tracker ［2022］ では，「調査対象会社の 72％の先で，財務諸表における気候変動リスクに係る
事項の開示が財務諸表外の開示と矛盾している」などの指摘がなされている。例えば，石油業界に属してい
る会社のサステナビリティ情報でネットゼロを 10 年以内に達成しようとしているにもかかわらず，収益源
の大半を占める油田の耐用年数が 20 年を超えていたとすると，財務情報とサステナビリティ情報との間で
矛盾が生じている可能性がある（小口 ［2024］ 36 頁）。なお，サステナビリティ関連財務情報の開示は，関
連する連結財務諸表と同じ報告企業（親会社と子会社）に関するものであるため，連結財務諸表上は財務的
重要性が低く非連結にしている会社も，サステナビリティ情報上は重要性が高い場合，連結サステナビリティ
情報に含めることを検討する必要がある。

コネクティビティの概念に関連し，2021 年に日本公認会計士協会から公表された会計制度委員会研究資
料第 6 号「非財務情報の充実と情報の結合性に関する実務を踏まえた考察」（日本公認会計士協会 ［2021］）
では，企業情報開示において情報間の結合性（コネクティビティ）がなぜ求められるのか，求められる結合
性の側面を考察している。日本公認会計士協会 ［2021］ の「Ⅲ 情報の結合性に関する考察」では，まず情
報開示における結合性の必要性として，①企業の価値創造ストーリーの伝達，②財務情報コンテクストの提
供，③ KPI による多角的実績の提示を挙げたうえで，次に結合性強化のための枠組みとして，①ビジネス
モデルと経営戦略を軸とする結合性の観点から，（ⅰ）生産性，成長性及びリスク評価に資する開示，（ⅱ）
企業の将来像（ビジョン，ビジネスモデル）と背景要因の提示，（ⅲ）現在と将来をつなぐ「戦略」（資源配
分の方針及び計画）の開示，（ⅳ）資本政策の説明といった着眼点を示している。また，②情報の要素・項
目間の結合性として，（ⅰ）企業が目指すビジネスモデルやリスク認識は，企業の現在から将来にわたって
の外部環境及びその変化に関する認識を基礎とするものでなければならない，（ⅱ）MD&A として開示され
る業績評価のための情報は，財務・非財務に関する業績を説明するものであるため，KPI との結合性はもと
より，報告対象期間における外部環境や戦略の進埗に関する認識と評価を踏まえたものである必要がある，
としている。

こうした見解は，現下のサステナビリティ情報開示基準においても妥当・通用する考え方である。サステ
ナビリティ情報開示基準は，「より広範な企業報告」の側から財務報告に接近し，財務諸表に関連した MC
に盛り込まれ得る情報を特定しようとする ISSB 主導のイニシアティブであるのに対し，過去に財務報告サ
イドの IASB から，財務報告の価値関連性を高めるため，財務報告の外縁である MC を如何に拡張し得るか，
といった問題意識も提示された（図表 4）。すなわち，IFRS 実務基準書として 2010 年に「経営者による説明」

（IASB ［2010］）が公表されたが，その後の記述報告の進展（価値創造への着眼，サステナビリティ報告の
進展）や情報ニーズの変化（長期視点・無形資産・ESG 論点）を受け，2021 年 5 月に全面的な改訂案（IASB 



28 サステナビリティ財務報告の 2 つの境界問題を巡る現状と課題 

［2021a］）が提示され，2021 年 11 月を期日としたコメント募集が行われ，現在に至っている。先述した
日本公認会計士協会 ［2021］も，こうした流れの中で策定されたものであり，当該プロジェクトは，その
後に発足した ISSB の動向を注視する必要があるとして審議が一旦保留となった後，2024 年 6 月の審議（IASB 

［2024c］）で，公開草案に改良を加えることでプロジェクトを最終化することを決定しており，IASB は
ISSB と協力しながら 2025 年前半に改訂実務記述書を公表する予定としている（4）。

（出所）経済産業省 ［2021］ 43 頁を基に一部加筆。

（図表 4）「経営者による説明」の考え方

IASB の議論　 　　 　ISSB の議論

（2）産業別アプローチの必要性
多種多様な非財務情報の中から MC に取り込む対象となるのは，財務諸表との関連において「重要な」「つ

ながりのある」情報となるが，それらを自社固有の状況に応じて個別具体的に判断するうえでは，業種毎の
マネジメント・アプローチが適切と考えられる。業種によってリスクと機会の態様や置かれた環境は大きく
異なるからであり，この点に関し ISSB 基準では，米国発の SASB 基準を産業別支援ツールとしてそのまま
取り入れるとともに，これをベースに IFRS S2 号でも産業別ガイダンスを設けている。

公開草案段階では，IFRS S2 号案の付録 B「産業別開示要求」として，基準の一部を構成するものと位置
付け，産業別の指標の開示にあたり，付録 B「産業別開示要求」の産業別の開示トピックを参照し，特定の
産業別の指標の開示を要求することが提案されていた。しかし，米国発 SASB 基準の国際的適用可能性に各
国から疑義が呈されたことから，各国の実務負担も踏まえ確定基準では，IFRS S2 号産業別ガイダンスは付
属ガイダンスとして，基準の一部を構成しないものと位置付けられた（SSBJ ［2023］5 頁）。すなわち，
IFRS S2 号は，産業別の指標の開示を要求するものの，「産業別ガイダンス」に含まれる産業別の指標の開
示は要求しない一方，ガイダンスを参照し適用可能性を考慮することのみ要求し，適用可能性を考慮した結
果として開示されることはあるとした（SSBJ ［2023］5 頁）。また，IFRS S1 号においても，適用される
IFRS サステナビリティ情報開示基準がない場合には，SASB 基準に含まれている開示トピックに関連した指
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標を参照し，その適用可能性を考慮するにとどめられた（SSBJ ［2023］6 頁）。
その後，2023 年 12 月には国際的整合性を企図した改訂 SASB 基準（ISSB ［2023d］）が公表されるとと

もに，IFRS S1 号及び S2 号の適用支援に関する教育的文書（ISSB ［2023c］）も示されるなど，各国の実務
負担の緩和に資する取り組みが行われている。こうした環境整備を進めつつ，宥恕（任意適用）期間を経て，
いずれは SASB 基準（含む S1 号「産業別ガイダンス」）の義務化が見込まれるだけに，企業は，今のうちか
ら「国際的な比較可能性の向上に的を絞って修正された SASB 基準」に慣れ親しんでおくことが肝要と考え
られる。

S1 号の産業別ガイダンスには，産業の説明・開示トピック・指標・技術的プロトコル・活動指標が詳細
に盛り込まれているが，その適用に際しては，逐条的なコンプライアンスに陥ることなく，項目の選択適用
や項目にない固有情報の開示も，自社固有のストーリーを語るうえで必要と考えられる。わが国の関係者に
おいても，ISSB（旧 SASB を併合）や SSBJ から，SASB 基準の適用を支援するため，日本語に翻訳した各種
の資料やツールも公表されているので，それらを原典と併せて有効に活用していくことが有用であろう。そ
の際，MC と財務諸表との「つながり」を考えるうえでは統合思考が役立つと考えられる。なお，VRF（IIRC
と SASB が統合）が IFRS 財団に統合された後も，IFRS 財団が 2022 年に公表した「統合報告フレームワー
クの今後の位置付け」（IFRS Foundation ［2022］）では，統合フレームワークの積極的な採用と拡大につい
て利用者に推奨するとともに，IASB・ISSB の基準設定にあたって統合報告フレームワークの考え方を利活
用することを表明している。

わが国の SSBJ 基準が確定後は，同基準に基づいて，わが国の法定財務報告である有価証券報告書の MC
に相当する「第 2 事業の概況」の中で，2023 年に新設された「サステナビリティに関する考え方及び取組」
の欄において記述していくことになるが，上述した通り，開示規制対応のコンプライアンス対応に陥ること
なく，財務諸表と「つながり」のある「重要な」情報を，統合思考を基にストーリーとして開示し投資家に
訴求する必要がある。そこでの「つながり」や「重要性」は産業別を基軸に個社別に判断されることになる
のであって，MC とその他非財務情報の境界に関しては，一般的に明確に概念定義された画一的配置基準を
設ける必要性ないし実益は乏しいと考えられる。その開示の巧拙は，最終的に投資家が判断することになる
ので，企業は個社毎の置かれた環境に応じ，投資家ニーズ（5）や業種特性も踏まえたプラグマティックな企
業固有の総合判断が求められることになろう。

2.　境界問題その 2：財務諸表の注記化を巡る論点
（1）近年における基準設定主体等の動向（6）

財務諸表とのコネクティビティとして，MC に記載するにとどめるか，財務諸表の理解に必要な注記にま
で取り込むか，MC と注記の境界問題も別途存在する。この点に関連し近年，会計基準設定主体から気候変
動リスクと財務諸表（本体＋注記）に関連した問題提起が相次いでおり，2019 年 4 月に AASB（オースト
ラリア会計基準審議会）と AUASB（同監査・保証基準審議会）は共同文書「気候関連及びその他の新たな
リスクに関する開示」（AASB・AUASB ［2019］）を公表したほか，同年 11 月には IASB のニック・アンダー
ソン理事が「IFRS 基準と気候に関連する開示」（Anderson ［2019］）という記事を公表した。この記事は，
あくまで IASB の 1 理事の個人的見解という形で公表されたが，IASB は 2020 年 11 月，アンダーソン理事
の文書をベースに正式な教育文書「IFRS 基準を適用して財務諸表を作成する場合における気候変動リスク
の考慮」（IASB ［2020］）を公表している。

この教育文書は，気候変動について特別に新たな要求事項やガイドラインを設けようとするものではな
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く，企業が IFRS に基づく財務諸表を作成するうえで考慮すべき点を明確にしたものである（IASB ［2020］
p.1）。すなわち，財務諸表の作成にあたって気候変動リスクに係る事項をどのように考慮することがあり得
るかについて，各基準の要求事項に照らして説明がされたうえで，財務諸表の作成にあたって会計上の見積
りにおける重要な仮定について開示が必要となる場合があること等が説明されている（IASB ［2020］p.1）。
同様に，IFRS の特定の要求事項への準拠（資産の減損，繰延税金資産，継続企業の前提など）に関し，気
候関連事項が重要な影響ないし不確実性を生む場合には，企業は追加の開示を検討し，あるいは，一般的に
気候変動の影響を受けやすい産業分野に属する企業が資産の減損処理の要否等を判断するにあたって，特定
の状況においては，資産の回収可能価額の見積りに使用された主要な前提条件と，それらの前提条件の合理
的に可能な情報の開示も求められる（同 pp.2-6）。

IFRS では，気候変動に関連する事項について明示的には言及していないが，従来から IAS 第 1 号（現在
は IFRS 第 18 号「財務諸表における表示及び開示」に置き換え）は包括的な要求事項を含んでおり，企業
が行う将来についての仮定が，次の会計年度内に資産・負債の帳簿価額に重要な修正をもたらすという重要
なリスクを持つ場合，それらの仮定に関する情報，並びにそれらの資産・負債の性質と帳簿価額を開示する
ことを要求していた（IAS1，125 項）。IASB は 2017 年 9 月に公表した実務記述書第 2 号「重要性の判断
の行使」（IASB ［2017］）において，重要性の判断を行うに際し，リスクの定量的なインパクトもさること
ながら，質的な外的要因と投資家の期待との関係を踏まえた開示も重要であるとしている。IFRS の適用に
おいて気候変動に関連する事項の影響が重要であるかどうかを評価する際に，上記の IFRS 実務指針第 2 号
を参考にすることができるほか，先述した Anderson ［2019］や IASB ［2020］も重要性の判断に関する更
なる情報を含んでいる（IASB ［2020］p.1）。

また，米国証券取引委員会（SEC）が 2024 年 3 月に公表した「気候関連開示規則」（SEC ［2024］）では，
気候変動等に伴う財務的な影響を財務諸表の注記として開示することを求めている。米国では，年次報告書
の開示について，Regulation S-K で財務情報以外の定性的な情報開示を規定しているが，その中に気候変動
を含むサステナビリティ情報開示に特化した規則はこれまで定められていない。2010 年に公表した「気候
変動関連開示に係るガイダンス」（SEC ［2010］）で企業が検討すべき気候変動のトピックを示したものの，
サステナビリティ関連情報を開示するかどうかは，各企業の重要性の判断によるという位置付けであった。

規則では，Regulation S-X に新たな条項を加え，財務諸表の注記に気候関連情報を追加することを求めて
おり，それらは財務情報の一部として監査対象になるとともに，内部統制報告制度の対象にもなる（角谷

［2024］ 31 頁）。具体的には，異常気象その他の自然現象による財務情報への影響に関する記述とともに，
その費用として発生した支出及び損失の合計額が税引前当期純利益（純損失）の 1％以上となる場合，その
資産計上されたコスト等の合計額が株主資本の額の 1％以上となる場合には，それらの開示も必要とされ
る（7）（Regulation S-X 14.02 項（b）号 （1） （2））。また，カーボン・オフセット等が気候関連のターゲット
又はゴールを達成する計画の重要な要素となっている場合には，その費用の総額，資産計上された総額等を
開示する必要があるほか，気候関連のターゲット又はトランジション・プランによって重大な影響を受けた
財務上の見積り及び仮定についても，開示が求められている（同 14.02 項 （e） （h） 号）。

この間，気候変動リスクの注記を巡る日本の状況をみると，具体的な開示要求基準はないものの，現行の
開示基準や開示規則を新設・改訂することなく既存会計基準の範囲内において，気候変動の影響が会計上の
見積りに及ぶ場合には関連する会計基準に基づいて考慮に取り入れられるほか，具体的な注記開示の要求が
なくても，気候変動に関連して注記による補足が必要と判断される場合には追加情報の提供や取引理由の説
明等が可能である（8）。実際，気候変動に関する注記開示が日本企業でも見られ始められている（山田 ［2022］ 
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35 頁）。ただ，サステナビリティ情報開示に関する日本企業の認識は，TCFD に基づく開示へのキャッチアッ
プが中心で（竹村 ［2022］ 24 頁），注記とその他非財務情報の境界が曖昧なこともあって，その他非財務情
報での ESG 開示に止まっている先が多いのが現状であろう。

他方で，財務諸表監査人サイドにも問題意識が高まってきており，2020 年 10 月には国際監査・保証基
準審議会（IAASB）からスタッフによる監査実務に関する注意喚起文書「財務諸表監査における気候変動リ
スクの考慮」（IAASB ［2020］）が公表された。そこでは，国際監査基準（ISA）に「気候変動」という文言
はないものの，ISA に基づく監査人の責任には，企業の財務諸表における金額や開示の虚偽表示の可能性に
関連する事象や状況（気候変動リスクを含む）を考慮することが含まれており，ISA に準拠して監査を実施
するにあたって，気候変動リスクに係る事項をどのように考慮すべきか，監査人の理解促進を支援するもの
となっている（IAASB ［2020］ p.1）。経済的意思決定の判断材料として気候関連リスクを具体的に特定して
いる投資家がいることからすると，気候関連リスクの影響を受ける企業の監査人は，重要性を判断する際に，
それらの投資家の存在を考慮する必要が高まってきている（9）。

こうした状況下，2021 年 9 月に Carbon Tracker と PRI から公表された気候変動リスクの開示に関する
調査報告書「目隠しでの飛行－財務報告における気候変動リスクの明らかな欠如」（Carbon Tracker・PRI 

［2021］）では，温室効果ガスの排出量が大きいグローバル企業の年次報告書において気候変動リスクに係
る課題と対応が財務諸表に適切に開示されていないとの調査結果（10）を示したうえで，企業は気候変動リス
クに係る事項について会計処理や開示を行うこと，監査人は気候変動リスクに係る事項に関する会計処理や
開示が適切になされているかを確認することなどを指摘している。さらに，2022 年 10 月の続編（Carbon 
Tracker ［2022］）でも，前年度から若干の進展が見られるとしつつ，未だ問題状況が継続している実態に
警鐘を鳴らしている。

（2）注記と MC の境界を巡る考察
上記のように，投資家等から，気候関連リスクについて財務諸表の数値と他の箇所で開示されている情報

とが整合していないように見えること（不整合）及び財務諸表における気候関連リスクの情報が不十分であ
ること（不十分性）の懸念が示される中，こうした動きが契機となり，IASB は 2023 年 3 月に，企業が財
務諸表において気候関連リスクを開示する際の要求事項を変更する可能性を検討するための新しいプロジェ
クト「財務諸表における気候関連リスク」の開始を発表した（IASB ［2023a］）。本プロジェクトは，5 年に
1 度開催される同基準の活動や作業計画に関する公開協議「アジェンダ協議」（IASB ［2021b］）において，
財務諸表における気候関連リスクの報告について強化すべきとの意見が寄せられたことを受けたものであ
り，さらに 2023 年 9 月のボード会議において，その目的をより一般化して気候関連以外の不確実性も射
程に入れた形で「財務諸表における気候関連及びその他の不確実性」に発展的に拡大され（IASB［2023b］），
現在に至っている。

そこでは，財務諸表（本体 + 注記）における検討の中心は，判断や見積りに関連した事項であるとの立場
から，例えば企業が 2030 年までにネットゼロを約束した場合に引当金の計上は必要か（負債が存在してい
るか）等について，IFRIC（IFRS 解釈指針委員会）を中心に検討が進められ，「ネットゼロ宣言」や「カー
ボンニュートラル宣言」等のコミットメントと，IAS 第 37 号「引当金，偶発負債および偶発資産」の関係
について，2024 年 4 月に審議が終了している（IFRS Foundation ［2024］）。IFRS Foundation ［2024］では，
現状の IAS 第 37 号は引当金の認識要件を適切に提供しており，方針または声明の公表は企業に現在の推定
的義務を生じさせるのに十分ではない一方，方針や声明が適用される事象が実際に発生した場合のみ，企業
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は現在の法的 / 推定的義務を有するとの見解が示されている。
具体的には，検討の前提となる事例は次の通りである。すなわち，「20X0 年に，家庭用製品の製造者で

ある企業が，次のようなコミットメントを公式に表明する。①年間の温室効果ガス排出量を徐々に削減し，
20X9 年までに現在のレベルの少なくとも 60% を削減する。② 20X9 年及びその後の各年における残りの
年間排出量については，カーボン・クレジットを購入し，それをカーボン市場から消却することによって相
殺する。これらの声明の裏付けとするため，企業は移行計画を公表し，20X1 年から 20X9 年の間に製造方
法を段階的に変更して，20X9 年までに年間排出量の 60% 削減を達成する手法を示す。経営者は，企業が
これらの変更のすべてを行い，利益の上がる製品を販売し続けることができると確信している」（IFRS 
Foundation ［2024］p.1）。こうした設例の下で，2009 年になって相殺の対象となる GHG を排出した時点
で義務を有することになり，そこで初めて引当金の認識要件を満たすのであって，ネットゼロ宣言をした時
点では引当金を認識する必要はないとしている（IFRS Foundation ［2024］pp.2-3，図表 5）。

（図表 5）気候変動コミットメントと引当金事例の分析結果

引当金の認識要件 事案パターンの分析結果

①企業が過去の事象の
結果として現在の義務

（法的または推定的）を
有している。

・20X0 年にコミットメントを公的に表明する時点では，過去の事象の結果と
しての現在の義務ではない。
・相殺することを確約した GHG を排出した場合にのみ，企業はその GHG を
相殺する現在の義務を有することになる。企業は，20X9 年及びその後の各年
に GHG を排出する場合，その時点でのみ現在の義務を有することになる。

②その義務を決済する
ために，経済的便益を
有する資産の流出が必
要となる可能性が高い。

・年間の GHG 排出量を削減するという推定的義務の決済には，経済的便益を
有する資源の流出は必要とされない。
・残りの GHG 排出量を相殺するという推定的義務の決済には，経済的便益を
具現化した資源の流出が必要となる。

③その義務の金額につ
いて，信頼性のある見
積りができる。

・上記の現在の義務と資源の流出可能性の規準を満たすのは 20X9 年以降で，
排出された GHG を相殺するために必要な数のカーボン・クレジットを消却す
る推定的義務に限られるため，信頼性のある見積りができる可能性が高い。

（出所）週刊経営財務 ［2024］ 9 頁。

上記の気候変動コミットメントと引当金の認識要件の例からも分かる通り，財務諸表（本体 + 注記）・MC
ともに見積りの判断を伴うが，同じ見積りでも，財務諸表とサステナビリティ情報開示では，資産・負債の
定義の有無により，将来での確度も違えば，見通す見積り期間も異なる点には留意が必要である。そうした
前提に立脚して，情報の仮定・前提が異なる場合には，当該相違を MC において説明して投資家等の情報利
用者に理解を求めるとともに，注記を含め財務諸表に求めているものが財務諸表の目的を超えている場合に
は，財務諸表とサステナビリティ MC 開示の違いを，投資家等に明確に理解してもらえるような工夫が求め
られよう（日本公認会計士協会パネルディスカッション ［2024］ 37-41 頁）。

IFRS 第 18 号（IAS 第 1 号を置き換え）では，財務諸表の目的を達成するために，企業は，重要性のある
情報だけを基本財務諸表において表示し注記において開示する（15 項）とともに，基本財務諸表と注記の
枠割を踏まえ，どちらに情報を含めるか決定する（18 項，BC46 項）としているが（図表 6），もともと財
務報告における財務諸表の注記と MC との境界は，気候変動リスクに限らず明確ではない。IFRS 実務記述
書第 1 号「経営者による説明」（IASB ［2010］）に向けた 2005 年討議資料（IASB ［2005］）では，注記は
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基本財務諸表及びその構成要素の理解に不可欠である場合（169 項）としていたが，最終版（IASB ［2010］）
では，注記と MC の重複を回避すべきである（23 項（b））としながらも両者の境界は必ずしも明確ではな
い（BC50 項）とし，その後の 2021 年改訂公開草案（IASB ［2021a］）でも注記と MC との関係は明示して
いない。注記の範囲を巡る問題については，重要性の判断が個社毎に異なるほか，投資家にとってのメリッ
ト（ニーズ）や監査可能性の問題も絡んで，未解決のまま現在に至っているのが実情であろう。

（図表 6）基本財務諸表と注記の役割

基本財務諸表の役割 注記の役割

報告企業の認識された資産・負債・純資産，収益・費用及び CF
の構造化された要約を提供することであり，財務諸表利用者に
とって以下の点で有用である（IFRS 第 18 号 16 項，BC47 項）。

（a）認識された資産・負債・純資産，収益・費用及び CF の理
解しやすい概要を把握する。

（b）企業間比較や同一企業の期間比較を行う。
（c）財務諸表利用者が，注記に追加的な情報を求めると思われ
る項目又は分野を特定する。

以下を必要とするために，重要性のあ
る情報を提供することである（IFRS 第
18 号 17 項，BC48 項）。

（a）財務諸表利用者が，基本財務諸表
に表示されている科目を理解できるよ
うにする。

（b）財務諸表の目的を達成するために，
追加情報で基本財務諸表を補足する。

（出所）秋葉 ［2024］ 49 頁。

注記と MC の境界に関し，過去に EFRAG ［2012］や FASB ［2014］から発出された注記等の開示フレー
ムワークに関する問題提起（11）に対し，ASBJ（企業会計基準員会）のコメント（ASBJ ［2013］ ［2014］）の
中で，関連する取引や事象の時期と完全な描写の記述（概念フレームワーク QC13）を基礎に表示科目に関
する注記の範囲を決定すべきとして，カテゴリー分けを用いた範囲画定の考え方が示された経緯がある（12）。
財務諸表本体という確固とした計算体系に付随する注記の情報特性に鑑みれば，注記の外延は定義（ないし
状況の特定）により画していくことが望ましく，注記の範囲に関し，ASBJ コメントのように定義や概念に
依拠したアプローチを基軸に国際的な議論を深めていくことは，制度開示フレームワークにおける構成要素
間の重複を回避し，首尾一貫性や連係関係を確保・構築する観点からも適切と考えられる（越智 ［2015］ 
117 頁）。

その際，注記が監査対象となることを踏まえれば，投資者の意思決定に有用な情報のうち，注記について
は財務諸表本体に認識された各項目と直接的な連係・関連性がある検証可能な情報を開示し，一方 MC に
おいては財務諸表の背景情報として経営者による解説に加えて，非 GAAP 情報を含む経営者の主観性の強い
私的情報ないし将来志向情報を提供する場として利用するという点から，注記と MC の役割を区別すること
も可能との見解（古庄 ［2011］ 10 頁）もみられる。ただ，MC の領域に関しても近年は保証（限定的保証・
合理的保証）の議論が活発であり，検証可能性のメルクマールは相対化してきているだけに，気候変動リス
クの注記開示に際し，作成企業の重要性判断やコスト・ベネフィット，投資家ニーズといった個別具体的な
事情を勘案するにしても，場当たり的でアドホックなアプローチに陥ることを回避するうえでは，概念フレー
ムワークや開示体系の考え方に立脚した適用ガイダンスを，会計基準設定主体が示す必要があると考えられ
る。

この点に関し，先述した IASB「財務諸表における気候関連及びその他の不確実性」プロジェクトでは，
2024 年 7 月に公開草案（IASB ［2024b］）を公表し，財務諸表における気候関連及びその他の不確実性の
報告を改善するため，IFRS 会計基準をどのように適用するかを示す 8 つの実例を提案している（13）。8 つの
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例示は，重要性判断，仮定と不確実性に関する開示，情報の分解などの領域（14）に焦点を当てながら，財務
諸表の情報の透明性を向上させるとともに，財務諸表とサステナビリティの開示など企業の報告の他の部分
とのつながりの強化を目指しており，これらの例に示されている原則と要件は，気候関連以外の不確実性（経
済，規制，技術，社会等の不確実性）にも同様に適用されることになる。そこでは，IFRS 会計基準は既に
各種リスクに対処しているという前提の下，企業が投資家ニーズに応え，気候関連およびその他の不確実性
が財務状況と業績にどのように影響するかを財務諸表でより適切に伝えるためには，基準要件の適用の明確
さを提供する実例が必要であるとの認識を基礎としている（IASB ［2024a］）。

こうした IASB の事例開発によるアプローチは，内容や形式に柔軟性を持たせつつ現状を改善していくプ
ラグマティックな努力である点は高く評価されて然るべきであり，IFRS 会計基準が原則主義であることを
踏まえると，会計基準にリスクの詳細を付加していくことには制約を伴うことも事実であろう。また，先に
気候変動コミットメントと引当金の例でも言及したように，財務諸表の目的と範囲を超える情報を求める投
資家が存在する場合には，そうした情報ニーズには他の情報開示を通して満たすことの理解を促す必要もあ
ろう。ただ，基準適用の首尾一貫性や連係関係を確保・構築する観点からは，今後開発される例示を含めて
グループ化し，例示群をパッケージとして相互間の関連性を示しながら，それらのエッセンスを帰納要約し
た原則的指針を示すなどして，概念フレームワークや開示体系の考え方とも親和した適用ガイダンスを示す
ことも有用であり，そうした適用ガイダンスは，投資家が将来キャッシュ・フローを見積るに際し，企業が
財務諸表で提供する情報（仮定等）と，一般目的財務報告書の他の部分で提供する情報（仮定等）とのつな
がりを識別・強化することにも役立つであろう。

Ⅳ　おわりに

多種多様な非財務情報の中から MC に取り込む対象となるのは，財務諸表との関連において「重要な」「つ
ながりのある」情報となるが，それらを自社固有の状況に応じて個別具体的に判断するうえでは，一般論で
はなく業種毎のマネジメント・アプローチが適切と考えられる。ISSB 基準では，SASB 基準の国際的整合性
を向上させつつ産業別支援ツールとして取り入れるとともに，これをベースに IFRS S2 号でも産業別ガイダ
ンスを設けており，宥恕（任意適用）期間を経て，いずれは義務化が見込まれるだけに，企業は，今のうち
から「国際的な比較可能性の向上に的を絞って修正された SASB 基準」に慣れ親しんでおくことが肝要と考
えられる。MC とその他非財務情報の境界に関しては，一般的に明確に概念定義された画一的配置基準を設
ける必要性ないし実益は乏しく，その開示の巧拙は，最終的に投資家が判断することになるので，企業は個
社毎の置かれた環境に応じ，投資家ニーズや業種特性も踏まえたプラグマティックな企業固有の総合判断が
求められることになろう。

他方，財務諸表とのコネクティビティとして，MC に記載するにとどめるか，財務諸表の理解に必要な注
記にまで取り込むか，MC と注記の境界問題も別途存在する。この点に関連し，2023 年に発足した IASB「財
務諸表における気候関連及びその他の不確実性」プロジェクト（IASB ［2023b］）では，2024 年に発表し
た公開草案において，財務諸表における気候関連及びその他の不確実性の報告を改善するため，IFRS 会計
基準をどのように適用するかを示す 8 つの実例を提案している（IASB ［2024b］pp.9-24）。こうした IASB
の事例開発によるアプローチは，現状の改善に向けたプラグマティックな努力である点は高く評価されて然
るべきであるが，基準適用の首尾一貫性や連係関係を確保・構築する観点からは，今後開発される例示を含
めてグループ化し，例示群をパッケージとして相互間の関連性を示しながら，それらのエッセンスを帰納要
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約した原則的指針を含む形で，概念フレームワークや開示体系の考え方とも親和した適用ガイダンスを示す
ことも有用であろう。

注
（1）	 修正した選択肢を追加する項目として例えば，①国内の地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）の適用企

業が , 同法に基づき測定した温室効果ガス排出量をサステナビリティ関連財務情報の開示において報告することを
選択した場合，②スコープ 2 温室効果ガス排出について，ISSB 基準で要求している契約証書に関する情報に代えて，
国内実務で広く行われているマーケット基準を用いた開示を選択する場合，③気候関連の移行リスク・物理的リ
スク及び機会に関連して，資産又は事業活動の数値及びパーセンテージに代えて，資産又は事業活動の規模に関
する情報を選択する場合など（SSBJ ［2024e］pp.10-11）。

（2）	 ISSB 基準に追加する項目として例えば，①スコープ 1・2・3 の温室効果ガス排出の総量の合計額の開示，②国内
の温対法の採用等により，GHG プロトコルと異なる方法により測定した排出量の内訳の開示，③スコープ 3 温室
効果ガス排出のカテゴリー別内訳の開示など（SSBJ ［2024e］pp.8-9）。

（3）	 コネクティビティには，財務諸表との間以外にも，サステナビリティ関連財務情報の開示内におけるカテゴリー（ガ
バナンス，戦略，リスク管理，指標及び目標）の間，カテゴリー内の項目（例えば戦略の中でリスクと機会，異
なるリスク）の間も想定されるが，本稿では財務諸表との関係にフォーカスして論じている。

（4）	 https://www.ifrs.org/projects/work-plan/management-commentary/
（5）	 例えば，投資家が気候変動リスクの状況説明を欲しているのであれば，当該企業が「重要性」や「つながり」に

乏しいとして通常であれば MC での開示を見送るケースにおいても，どのような理由から関連性が乏しいと判断
したかの開示も有用であろう。

（6）	 本節は，越智 ［2023］ を基礎とし，その後の状況を踏まえて加筆・修正したものである。
（7）	 但し，異常気象等の影響による費用支出等の合計額が 10 万ドルを下回る場合，同影響による資産合計額が 50 万

ドルを下回る場合には，開示不要となる（Regulation S-X 14.02 項（b）号 （1））。
（8）	 任意の追加情報（影響に重要性がないと判断される場合であっても，当該判断について開示することが財務諸表

の利用者にとって有用な情報となると判断し，追加情報として開示するケースを含む）については，新型コロナ
ウイルス拡大時に ASBJ（企業会計基準委員会）から「会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の
影響の考え方」（ASBJ ［2020］）が示されたことがあり，ロシア・ウクライナ情勢の影響開示に際しても類推適用
されるなどしているが，こうした考え方は気候変動リスクの注記開示においても同様に適用可能であろう。

（9）	 わが国でも気候変動情報を KAM（監査上の主要な検討事項）に記載する例も幾つか見られ始めているが（日本公
認会計士協会 ［2023］ 62 頁），「監査上の主要な検討事項は，関連する財務諸表の注記事項がある場合にのみ参照
を付すことが求められており（監基報 701 の A40 項），財務諸表以外の情報を参照することは財務諸表以外の情
報まで監査対象であるかのような誤解が生じることになるため，財務諸表以外の情報には参照を付さない」（監査
基準委員会研究報告第 6 号「監査報告書に係る Q&A」Q2-14）とされているため，KAM の記載は注記の開示が前
提となる。気候変動リスクに係る監査人の考慮が KAM で表現されるには，注記の充実と表裏一体の関係にあり，
気候変動リスクの注記の充実が KAM の充実にも繋がるといった好循環が望まれるところである。

（10）	具体的には，①調査対象会社 107 社（主要な機関投資家が二酸化炭素排出量の多い企業と認識）の 70% 以上の先
が，2020 年の財務諸表作成時に気候変動リスクに係る事項を考慮していない，②気候変動リスクに係る仮定や見
積りの少なくとも一部について開示を行っている先は，調査対象会社の 25% に過ぎない，③調査対象会社の 72％
の先で，財務諸表における気候変動リスクに係る事項の開示が財務諸表外の開示と矛盾しているように見受けら
れた，④調査対象会社の財務諸表に対する監査報告書において，80% の監査人が気候変動に関する重要事項を監
査で考慮したかどうか（またどのように考慮したか）を明らかにしていないなどの発見事項が記されている（Carbon 
Tracker・PRI ［2021］p.1）。

（11）	EFRAG ［2012］では，注記量の増大により情報の質が低下している可能性を踏まえ，具体的な情報利用者のニー
ズを基礎として注記の範囲を検討するアプローチが提案された。また，FASB ［2014］では , 注記に含まれる情報
のタイプとして，財務諸表上認識された項目をさらに説明する情報，報告企業に関する情報，企業の将来キャッ
シュ・フローに影響するかもしれない情報を識別し，開示対象情報の絞り込みの方法は特定していないがコスト・
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便益を考慮すべきとした。
（12）	ASBJ ［2013］では，注記の目的を「主要財務諸表を補強及び説明して，企業への将来の正味キャッシュ・フロー

の見通しの評価に役立つ情報を提供すること」と定義したうえで（同 4 頁），関連する取引や事象の時期と完全な
描写の記述（概念フレームワーク QC13）を基礎として，財務諸表注記の範囲を決定するアプローチを提案してい
た（同 5 頁）。具体的には注記の範囲の決定に際し，主要財務諸表に表示されている項目（数値・記述情報やリス
ク情報・代替的な測定等）に応じて，報告期末までに生じた事象（又は報告末日において存在している条件及び
状況），修正を要しない後発事象はなどの要素をマトリックスで組み合わせて，カテゴリー毎に区分して注記の範
囲を画定していた（同 5-7 頁・付録 B； ASBJ ［2014］別添Ⅲ）。

（13）	実例は，IFRS 会計基準に付随する非強制のガイダンスで，その目的は基準の要件事項が特定の事実パターンにど
のように適用されるかを説明することにあり，事例策定に際し IASB は ISSB と協力するとともに，例示が ISSB の
サステナビリティ関連の開示要件に適合することを確認している（IASB ［2024a］）。

（14）	8 つの例示は次の通りである。①追加の開示を生じさせる重要性の判断 （IAS 1/IFRS 18），②追加の開示を生じさ
せない重要性の判断 （IAS 1/IFRS 18），③仮定の開示：具体的な要求事項（IAS 36），③仮定の開示：全般的な要
求事項（IAS 1/IAS 8），④仮定の開示：追加的な開示 （IAS 1/IFRS 18），⑤信用リスクに関する開示（IFRS 7），⑥
解体及び原状回復の引当金に関する規定の開示 （IAS 37），⑧分解情報に関する開示（IFRS 18）。
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